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宇治市水道事業管理者　桑田静児様

抗　　　　　議　　　　　文

開地区自治連合会会長　海老温信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　林　猛雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一里丘住宅地自治会会長　徳岡拓万
　第二次水道問題対策委員会委員長　木村正孝

先日行われた平成１９年度決算特別委員会総括質疑（平成２０年１１月６日）における貴職の答弁に抗議し、直ちに撤回されることを申し入れます。

１．「発ガン性物質」でないものを、ことさら発ガン性を強調し、開浄水場休止の正当

化を図ろうとしている。

この委員会で、杉村水道部長は、「原水に発ガン性物質があり、環境基準を超えていたので休止を決めた。」と答弁している。

　　しかし、開浄水場原水に含まれている揮発性有機物質は、発ガン性物質ではないことは、昨年７月に文書で指摘し、水道部と自治会の協議の席上でも改めて指摘し、認めた経緯がある。

また、京都府の水質調査結果においても、人体に影響はない範囲と公表されていることを知らないはずはない。「（京都府報告書「宇治市浄水場及び周辺井戸の汚染について」平成19.４.13）

　事実と経過をふまえず、今日またあらためて虚偽の説明を強調するなど、行政として恥ずべきことである。

２．この委員会で、桑田水道事業管理者は「開浄水場のポンプが壊れたら、速やかに府営水に切り替える」と答弁していることは言語道断である。

　　問題の解決を図ろうとせず、ポンプが壊れるのを待っているかのごときこの発言は、最も基本的な住民サービスである飲み水の供給を行う水道事業管理者として、全く無責任な発言である。

　　元々、開浄水場のポンプ交換は、平成１８年度に予算化されていたものであり、その予算の執行を行わず、それを他に流用している事実がある。ポンプが壊れたら・・・とは、水道施設の維持管理を仕事とする、責任ある管理者の発言とは思えないのである。

３．私たちは、今回の休止決定には、正当性はないことを訴えてきた。

（1） 合理的根拠がないこと。

水質悪化や老朽化のため莫大な経費がかかるとの理由は、事実無根。水質悪化の事実はないことを市水道部は認め、途中から休止理由を変更している。莫大な経費（７千１００万円）とは、過大見積りによるもので、当面はポンプ交換（ポンプ代７１万４,０００円　平成１８年９月購入済み）のみである。

（2） 過去の歴史的経過があること。

故渡辺市長が、「開浄水場を存続し、地下水を孫末代まで飲ます」ことを開地域の住民に約束している事実。（「地下水は市が責任をもって給水する」「孫末代までこの水を飲めるようにする」と約束。）
（３）現久保田市長が、開浄水場の給水事業を継続していくために、日産車体（株）に水道用地として寄付を求め、日産車体がそれに応じて寄付していること。

久保田市長は、平成１５年４月１４日の公文書で、それまで無償貸与を受けていた開浄水場用地について、「今後も給水事業を継続していく責任もございます。今日までの歴史的経緯を勘案いただき、また地域に対する社会還元として公共用地（水道用地）に無償寄付することについてご検討をいただきたくお願いをするものでございます。」と求めている。

これらの事実があり、休止の是非について、現在裁判で係争中である以上、少なくとも決着がつくまでは、現状を維持し、開浄水場の給水を継続するのが行政の責任である。

以　上

